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横浜市役所アトリウム等使用要綱 

 

 制定 令和元年 12月 27日 総管第 1702号（局長決裁） 

                      改正 令和２年９月 25日 総管第 1872号（局長決裁） 

 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の 4 第 7 項の規定による

目的外使用の許可（以下「使用許可」という。）により横浜市役所アトリウム等を使用させる

に当たって必要となる事項について定めるものとする。 
 

  （定義） 
 第２条 この要綱における用語の意義は、次に定めるもののほか、横浜市庁舎管理規則（昭和

36 年 2 月横浜市規則第４号。以下「庁舎管理規則」という。）に定めるところによる。 
(1)  横浜市役所アトリウム等 庁舎管理規則第 22 条第２項の市長が別に指定する部分をい

う。 
 
  （使用者） 
第３条 横浜市役所アトリウム等を行事等の開催のために使用することができる者は、法人その

他の団体とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、横浜市役所アトリウム等を使用

することができない。 

(1) 経営不振の状況（破産手続、会社更生手続、民事再生手続その他類似の手続の開始決定がさ

れ、特別 清算手続その他の清算手続が開始され、又は手形取引停止処分がなされている状況

をいう。）にある者 

(2) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第８条

第２項第１号の処分を受けている団体 

(3) 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第２条第２号に規定する暴力 

団、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴力団員と密

接な関係を有すると認められる者 

(4) 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第２項に違 

反している事実がある者 

(5) 過去の実績等に照らして、横浜市役所アトリウム等について使用許可の申請書に記載され

た用途に応じ た適正な維持保全又は運営を行うことが困難であると認められる者 

 
（使用範囲） 

第４条 横浜市役所アトリウム等のうち行事等の開催のために使用することができる部分は、別

表第１の左欄のとおりとする。ただし、当該部分以外の部分についても、市庁舎の用途又は目
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的を妨げないものとして個別に認めたときは、行事等の開催のために使用することを妨げな

い。 
 

（使用時間） 
 第５条 横浜市役所アトリウム等を行事等の開催のために使用することができる時間は、原則と

して、次に掲げるとおりとする。 
  平日        午前 9 時から午後 9 時まで 
  土曜、日曜及び祝日 午前 9 時から午後 9 時まで 
 
   (使用休止日) 
第６条 庁舎管理者は、市庁舎の管理上必要があると認めるときは、行事等の開催のための使用

を休止する日を設けることができる。 
 

（日程の仮予約） 
第７条 庁舎管理者は、横浜市役所アトリウム等を行事等の開催のために使用しようとする者の

申出に基づき、第９条第１項の規定による申請書の提出に先立って、その使用の候補となる日

程の枠を仮に押さえさせることができる。 
２ 前項の申出をしようとする者は、別に定める日までに、次の事項を記載した申出書を庁舎管

理者に提出しなければならない。 
(1) 名称、所在地及び連絡先 
(2) 行事等の趣旨及び目的 
(3) 行事等の概要 
(4) 使用しようとする部分 
(5) 使用しようとする期間 
(6) その他必要と認める事項 

３ 庁舎管理者は、前項の申出書の提出があった場合において、その内容を審査し、第９条第３

項の基準を満たす見込みがあると認めるときに限り、当該日程の枠を仮予約とするものとす

る。 
４ 庁舎管理者又は市長は、仮予約を行った日については、他の仮予約又は第９条第３項の許可

をしないものとする。ただし、当該仮予約が取り消され、又は同条第１項に定める期限までに

申請書が提出されなかったときは、この限りでない。 
 

（事前打合せ） 
第８条 横浜市役所アトリウム等を行事等の開催のために使用しようとする者は、次条第１項の

規定による申請書の提出に先立って、庁舎管理者が指定した者と横浜市役所アトリウム等の利

用方法その他必要な事項を打ち合せなければならない。 
２ 前項の規定による打合せにおいては、開催しようとする行事等のプログラム、式次第その他

の横浜市役所アトリウム等の利用の内容等を明らかにする書類を提出しなければならない。 
 
 （使用許可） 
第９条 横浜市役所アトリウム等を使用しようとする者は、次の事項を記載した申請書を使用し
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ようとする日の２月前までに市長に提出しなければならない。 
 (1) 名称、所在地及び連絡先 

(2) 行事等の趣旨及び目的 
(3) 行事等の概要 
(4) 使用しようとする部分及びその面積 
(5) 使用しようとする期間 
(6) その他必要と認める事項 

 ２ 前項の申請書には、開催しようとする行事等のプログラム、式次第その他必要な書類を添付

しなければならない。 
３ 市長は、第１項の申請書の提出があった場合において、その申請が庁舎管理規則第 22 条第

１項各号のいずれかに該当し、かつ、使用しようとする者が第 3 条に定める者に該当する場合

に限り、使用許可をするものとする。 
４ 市長は、前項の使用許可に、庁舎管理上必要な範囲内において、条件を付けることができ

る。 
 

（使用料） 
第 10 条 横浜市役所アトリウム等の使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、別表第

１に掲げる額（この額に 100 円未満の端数がある場合にあっては、その端数金額を切り捨てた

額）の使用料を支払わなければならない。 

２ 使用料は、前納とする。ただし、使用者が国、他の地方公共団体その他公共団体又は公共的

団体である場合は、後納とすることができる。 
３ 既納の使用料は、還付しない。ただし、次に掲げる場合は、その全部又は一部を還付するこ

とができる。 
(1) 本市において横浜市役所アトリウム等を公用又は公共用に供するため必要を生じ、その使

用の許可を取り消し、又はその使用を停止したとき。 
(2) 使用者の責めに帰することのできない理由により横浜市役所アトリウム等の使用の開始又

は継続ができなくなったとき。 
(3) その他市長が特にやむを得ないと認める場合 

４ 既納の使用料の還付を受けようとする者は、申請書を市長に提出しなければならない。 
５ 使用料の還付額は、前項の規定による申請のつど市長が定める。 
 

（使用料の減免） 
第 11 条 市長は、次のいずれかに掲げる場合には、横浜市役所アトリウム等の使用料を減免す

ることができる。 
(1) 物品の販売その他の営業行為を伴わない行事の用に供する場合 
(2) 本市が主催し、又は共催する行事の用に供する場合 
(3) 横浜市役所アトリウム等を使用する時間(以下「使用時間」という。)が 1 日につき 6 時間

以下の場合 
(4) 使用者が国、他の地方公共団体その他公共団体若しくは公共的団体である場合又は横浜市

公有財産規則(昭和 39 年 3 月横浜市規則第 60 号)第 28 条第 1 項各号に掲げる場合 
２ 横浜市役所アトリウム等の使用料の減免を受けようとする者は、申請書を市長に提出しなけ
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ればならない。 
３ 横浜市役所アトリウム等の使用料の減免額は、別表第２のとおり（この額に 100 円未満の端

数がある場合にあっては、その端数金額を切り捨てた額）とする。ただし、第 1 項第４号に該

当する場合の減免額は、申請の都度、市長が定める。 
 
（備品の貸出） 

第 12 条 使用者は、次に定める額を基準として別に定める貸出料を支払って、行事等の開催に

必要な備品の貸出を受けることができる。 
(1) 本市が主催し、又は共催する行事の用に供する場合 次号に定める額の 2 分の１の額 
(2) その他の行事の用に供する場合 近隣施設又は類似施設の貸出料水準その他の事情を考慮

して定める額 
２ 備品の貸出を受けようとする使用者は、当該備品の種類、数量等を記載した申込書を提出し

なければならない。 
３ 前２項に定めるもののほか、貸出を行う備品の種類及び数量その他必要な事項は、庁舎管理

者が別に定めるところによる。 
 

 （使用許可の取消） 
 第 13 条 市長は、次のいずれかに該当するときは、使用許可を取り消すことができる。 

(1) 国、地方公共団体その他公共団体において公用又は公共用に供するため必要を生じたと

き。 
(2) 使用を希望する日の 14 日前を経過して、なお使用料又は前条第１項の貸出料を納めない

とき。 
(3) その他使用許可の条件又は庁舎管理規則、市庁舎管理規程（令和２年１月 31 日総務局長

決裁）若しくはこの要綱の規定に違反したとき。 
 
  (準用) 
第 14 条 第 4 条から第９条まで、第 12 条及び前条（第３号に係る部分に限る。）の規定は、庁

舎管理規則第 12 条第 1 項の許可(以下「行為許可」という。)に基づく使用について準用する。

この場合において、第 9 条及び前条中「市長」とあるのは「庁舎管理者」と、第 12 条中「次

に定める額を基準として庁舎管理者が別に定める貸出料を支払って、行事等の」とあるのは

「行事等の」と読み替えるものとする。 
 ２ 前項を適用する行為については、この要綱の規定が庁舎内における禁止行為の事例及び行為

許可の運用基準（平成 24 年 10 月 25 日 総管第 756 号）に定める行為許可の運用基準に優先

するものとする。  
 
  (委任) 
第 15 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、総務局総務部管理課が定める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
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１ この要綱は、市の事務所の位置に関する条例の一部を改正する条例(平成 26 年 9 月横浜市条

例第 55 号)の施行の日から施行する。 
 （準備行為） 
２ この要綱の施行の日以後に横浜市役所アトリウム等を使用するために必要な行為は、この要

綱の施行前においても行うことができる。  
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、令和２年 10 月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この要綱による改正後の別表第 1 及び別表第２の規定は、この要綱の施行の日以後の使用に

係る使用料について適用し、同日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 
 
 
別表第１（第４条、第 10 条第１項） 

名 称 使用料(日額) 

アトリウム 89,900円 

展示スペース Ａ 8,500円 

Ｂ   1,800円 

Ｃ 9,400円 

外構 北プラザ 57,000円 

南プラザ 18,000円 

水辺プラザ 21,800円 

水辺テラス 28,400円 

附属施設 市民協働推進センター（スペース） 26,100円 

多目的スペース 16,100円 

アトリウム控室 4,000円 

アトリウム照明スペース 7,800円 

その他の場所 建物内 165円×使用面積 

建物外 132円×使用面積 

 （備考） 
１ 「その他の場所」には、この表に定める場所の一部を区切って使用する場合を含む。 

  ２ 「使用面積」は、平方メートルを単位として算定するものとする。 
 
別表第２（第 11 条第３項） 

 主催、共

催行事 

非営利利用 営利利用 

３時間 

以下 

３～６ 

時間 

６時間超 ３時間 

以下 

３～６ 

時間 

アトリウム 89,900円 78,600円 67,400円 44,900円 67,400円 44,900円 

展 示

ス ペ

Ａ 8,500円 7,400円 6,300円 4,200円 6,300円 4,200円 

Ｂ   1,800円 1,500円 1,300円 900円 1,300円 900円 
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ース Ｃ 9,400円 8,200円 7,000円 4,700円 7,000円 4,700円 

外構 北プラザ 57,000円 49,800円 42,700円 28,500円 42,700円 28,500円 

南プラザ 18,000円 15,700円 13,500円 9,000円 13,500円 9,000円 

水辺プラザ 21,800円 19,000円 16,300円 10,900円 16,300円 10,900円 

水辺テラス 28,400円 24,800円 21,300円 14,200円 21,300円 14,200円 

附 属

施設 

市民協働推進セ

ンター（スペース） 

26,100円 22,800円 19,500円 13,000円 19,500円 13,000円 

多目的スペース 16,100円 14,000円 12,000円 8,000円 12,000円 8,000円 

アトリウム控室 4,000円 3,500円 3,000円 2,000円 3,000円 2,000円 

アトリウム照明

スペース 

7,800円 6,800円 5,800円 3,900円 5,800円 3,900円 

そ の

他 の

場所 

建物内 165円×

使用面積 

165円×

使用面積

×0.875 

165円×

使用面積

×0.75 

165円×

使用面積

×0.5 

165円×

使用面積

×0.75 

165円×

使用面積

×0.5 

建物外 132円×

使用面積 

132円×

使用面積

×0.875 

132円×

使用面積

×0.75 

132円×

使用面積

×0.5 

132円×

使用面積

×0.75 

132円×

使用面積

×0.5 

  （備考） 
１ この表において、「非営利利用」とは第 11 条第 1 項第１号に掲げる利用をいい、「営利 
利用」とは非営利利用以外の利用をいう。 

   ２ 「その他の場所」には、この表に定める場所の一部を区切って使用する場合を含む。 
   ３ 「使用面積」は、平方メートルを単位として算定するものとする。 

 


